
中小・小規模企業対策の重点

（１）中小企業金融対策 （２）下請取引の適正化の推進

（４）事業再生支援

４．商店街・小規模企業への支援

２．経営力向上対策
（８）農商工連携・地域資源活用促進

（９）海外市場開拓支援

３．新分野への挑戦の応援

（11）地域コミュニティを担う商店街の応援 （12）小規模企業の支援体制の整備

１．経済情勢の激変に対する緊急対策

平成２１年度予算案：１，８９０億円※（２０年度当初予算 １，７６１億円）
平成２０年度第一次補正予算：４，１６２億円、 第二次補正予算案：５，０１４億円

（ ）内は平成20年度当初予算額

２１年度 795億円(664億円)
一次補正 4,140億円
二次補正 4,854億円

２１年度 7.0億円(6.0億円)
一次補正 1.2億円

（７）省エネ・省コスト化支援

（５）事業承継円滑化

（６）人材確保・育成

２１年度 50億円(45億円)

２１年度 27億円(25億円)

２１年度 24億円(29億円)
二次補正 140億円

２１年度 20億円(11億円)
一次補正 7.0億円

（10）技術開発・創業の促進

２１年度 100億円(91億円)
二次補正 3.0億円

２１年度 155億円(103億円)
一次補正 7.0億円
二次補正 35億円

２１年度 40億円(24億円)
一次補正 3.0億円
二次補正 5.8億円

２１年度 126億円(7億円)

２１年度 86億円(82億円)
一次補正 5.0億円
二次補正 0.8億円

・２０兆円枠の緊急保証制度、１０兆円枠のセーフ
ティネット貸付制度の万全な実施

・下請代金支払遅延等防止法の厳格な運用

・下請かけこみ寺の機能強化

・中小企業再生支援協議会における専門家相談
・中小企業の事業再生を支援する税制措置の拡充

・事業承継支援センターの整備
・事業承継税制の抜本拡充

・中小・小規模企業の雇用環境の整備

・国内クレジット制度の普及促進

・農商工連携促進法・地域資源法の
認定事業に対する補助

・JETROの販路開拓支援の強化
・JAPANブランドの国際浸透支援

・地域・ものづくり中小企業における研究開発の推進
・エンジェル税制等の活用によるベンチャーの創出・成長の支援

・社会課題に対応した商店街の取組支援
・「新・がんばる商店街７７選」の選定

・地域力連携拠点の整備
・マル経融資制度の情報等を活用した
経営支援情報システム構築

（３）中小企業対策税制

・軽減税率の時限的引下げ

・欠損金の繰戻し還付の復活

※平成20年10月に設立された日本政策金融公庫
が行う業務の平成21年度における平年度化に伴う
増79億円を除くと予算額は1,811億円となる。

資料１０－１


